
学校関係者評価委員会

　平成２８年度　自己点検・自己評価及び学校関係者評価

学校法人　高山学園

専門学校　福岡カレッジ・ｵﾌﾞ・ビジネス



1－1　理念・目的・育成人材像は定められているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
1-1-1　学校が教育を行 校訓　照一隅、越一線 職務便覧に表記してあり、 理念・目的・育成人材像は明
　　う理念・目的・育成人 5 教職員全員に配布している 確に定められているが、教育
　　材像などが、明確に定 卒業アルバムに表記されてい 活動に反映できるように、よ
　　められているか る り具体化を図る必要性があ
1-1-2　理念・目的・育成 精神論なので明確化が難しい 教職員研修会の実施 り、行動計画の作成が必要
　　人材像を実現するため 3 が研修等を通じて周知させて
　　の具体的な計画・方法 行く 学外への周知について、ホ
　　を持っているか ームページの活用をより進
1-1-3　理念・目的は、時 「経理教育を通して社会に役立 教育理念に「責任を持って学生 経理学校としての性格が希薄 める
　　代の変化に対応し、そ 4 つ職業人を育成すること」 の面倒を見る」を平成20年度 になっている。原点に立ち戻る 入学式・卒業式等の学校行
　　の内容を適宜見直され が創立当時からの教育理念 より付け加えた ことも考えて行く 事の度に学生・保護者に周
　　ているか 知させる
1-1-4　理念・目的・育成 教職員には周知されているが、職務便覧に表記してあり、 学校行事等で紹介して行く
　　人材像等は、教職員に 4 学外にはあまり公表されてい 教職員全員に配布している
　　周知され、また学外に ない 卒業アルバムに表記されてい
　　も広く公表されている る
　　か

1－2　学校の特色はなにか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
1-2-5　学校の比類ない 学生指導において責任を持っ 卒業生の家族及び知人の 真面目な学校であることの
　　特色として挙げられる 4 て面倒を見ること 入学者が多い 外部への周知
　　ものがあるか 大学３年次編入の実績 毎年約150名の学生が編入して

ERP検定terp10合格実績 おり、合格率は95%以上である

1－3　学校の将来構想を抱いているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
1-3-6　学校の将来構想 将来のニーズに応じた新学科 新学科の設置 教科の指導方法の確立 一条校化については文科省
　　を描き、3～5年程度先 4 教員の指導力向上 教員研修の実施 学生とのコミュニケーション の動向を注視する必要が
　　を見据えた中期的構想 一条校化の課題 一条校化への具体案の把握 ある
　　を抱いているか



2－4　運営方針は定められているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
2-4-1　学校の目的、目標 定められている 寄附行為、学則、就業規則 時代にあった規則の変更 単年度及び中期事業計画書
　　に基づき、学校運営方 4 職務便覧、各種規則集 規定等を見ない教職員がいる が作成されており、各種規定
　　針は明確に定められて に明示 ので電子化により表示 の整備もされて良好である
　　いるか 規則等を見ない教職員に対
2-4-2　学校の運営方針は 伝わっている 寄附行為、学則、職務便覧 時代にあった規則の変更 する対応や時代に即した規
　　きちんと教職員に明示 4 各種規則集の職員への閲覧 規定等を見ない教職員がいる 則等の変更が必要
　　され、伝わっているか 職員会議等での伝達 ので電子化により表示 電子化により運営方針の伝

達に努めている
2-4-3　学校運営方針を 整備されている 寄附行為、学則、就業規則 時代にあった規則の変更
　　基に、各種規定が整 5 職務便覧、各種規則集 規定等を見ない教職員がいる
　　備されているか の整備 ので電子化により表示

2－5　事業計画は定められているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
2-5-4　学校の目的、目標 学事計画書・予算書が毎年 学事計画書・予算書・ 事業年度毎に予算書・事業
　　を達成するための事業 5 作成されている 中期計画書を教職員に配布 計画書が作成されており、
　　計画が定められている 理事会等で確認されている
　　か ので良好である
2-5-5　学校は事業計画 学事計画に基づき運営してい 学事計画書・予算書・ 計画が大幅に変更したことは
　　に沿って運営されてい 4 る但し、変更がある場合はそ 中期計画書を教職員に配布 ない
　　るか の都度、経営会議・連絡会議 経営会議・連絡会議を定期的

の承認を取っている に開催

2－6　運営組織や意思決定機能は、効率的なものになっているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
2-6-6　運営組織図はあ ある 職務分掌表で表記されている
　　るか 4

2-6-7　運営組織や意思 経営会議、連絡会議等で意思 なるだけ多くの意見を聞き 連絡会議が各課の連携を図る
　　決定機能は、学校の目 4 決定している 効率的な意思決定を実施 目的から外れ、経営側への要
　　的、目標を達成するた 各組織の教職員の意見も 求を議論する会になっている
　　めの効率的なものにな 取り入れている 連絡会議を廃止し、別の手立
　　っているか てを講じる



2-6-8　組織の構成員そ 明確になっている 職務分掌表で表記されている 職務分掌の明確化の弊害が
　　れぞれの職務分掌と責 4 現れている。他の部署への配
　　任が明確になっている 慮が薄れて協力体制が取れな
　　か くなった

職務分掌の細分化を検討

2－7　人事や賃金での処遇に関する制度は整備されているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
2-7-9　学校運営に必要 学生数の減少により余剰人員 学生数の減少 能力給の導入と配置転換 教職員の処遇は、労働条件
　　な人材の確保と育成が 3 が発生している 人件費の負担が増加 職務遂行能力がない教員の 契約書、給与規定、退職金
　　行われているか 教科指導力が不足している教 指導と退職勧奨 規定の運用により行ってお

員が存在する り「公平・平等なる評価」を
2-7-10　人事考課制度は 現場を把握している中間管理 教職員評価表の導入 扱う相手が人間なので評価が 実施するための処置もされ
　　整備されているか 4 職と校長、教頭により人事 学生アンケートの活用 難しいが積極的に取入れる ている

考課を実施し、最終決定は 勤務状況、学生の退学率 人事評価のため、評価基準
理事長により決定 が必要である

2-7-11　昇進・昇格制度 明確な規定が存在しない 就業規則に任免規定がある 業務目標を各職員に明確化
　　は整備されているか 3 させる

2-7-12　賃金制度は整備 整備されている 給与規定、退職金規定がある
　　されているか 5

2-7-13　採用制度は整備 整備されている 採用時に所定の書類の提出 採用後2年間は年契約により
　　されているか 4 筆記試験と面接の実施 適正を見極める

労働条件契約書

2-7-14　教職員の増減に 把握している 履歴書等の保管（在職者、
　　関する情報を明確に把 5 退職者）
　　握しているか 退職者名簿の作成

講師名簿の作成

2ー8　意思決定システムは確立されているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
2-8-15　意思決定システ 確立されている 経営会議、連絡会議の実施 必要に応じて各課により会議を 教育理念や経営方針を常に
　　ムは確立されているか 5 職員会議の実施 実施している 伝えて行く努力が必要である

各課での会議の実施



世代に関係なく中間管理職
2-8-16　意思決定プロセ 制度化されている 経営会議（月二回） を登用して行く必要がある
　　スのポイントとなる仕 5 連絡会議（月一回）
　　組み（会議等）が制度 理事会評議員会（最低年一回）
　　化されているか 職員会議(年四回)
2-8-17　意思決定の階 明確である 理事長→校長→教頭→ 中間管理職の職務遂行能力が
　　層・権限等は明確か 4 中間管理職→教職員 不足している

2ー9　情報システム化等による業務の効率化が図られているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
2-9-18　業務効率化を図 情報システム化されている 平成28年度CP買い替えにより、学籍簿の電子化を平成26年度 情報漏洩への注意が必要
　　る情報システム化がな 5 学園システムの改善 に完了
　　されているか サイボウズの採用

3－10　各学科の教育目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の人材ニーズに向けて正しく方向付けられているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-10-1　各学科の教育目標 一部の学科を除き対応しているカリキュラム改定 カリキュラムの変更 アンケート等による情報の
　　育成人材像は、その学科 4 企業との連携 企業等のニーズの取入れ 収集が必要
　　に対応する業界の人材 時代とニーズに柔軟に多様
　　ニーズに向けて正しく 性を持って対応している
　　方向付けられているか

3－11　各学科の教育目標、育成人材像を構成する知識、技術、人間性等は、業界の人材ニーズに照らして、また学科の教育期間を
勘案して、到達することが可能なレベルとして、明確に定められているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-11-2　各学科の教育目 一部の学科を除き対応しているカリキュラム改定 カリキュラムの変更 業界のニーズに従ってカリ
　　標、育成人材像を構成す 4 企業との連携 企業等のニーズの取入れ キュラムの変更等を実施
　　る知識、技術、人間性等 している
　　は、業界のニーズに照ら 学生の能力・特性に合わせ
　　して、また学科の教育期 ることが検討課題
　　間を勘案して、到達する
　　ことが可能なレベルとし
　　て、明確に定められてい
　　るか



3－12　カリキュラムは体系的に構成されているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-12-3　学科のカリキュ 編成されている 編成会議を年度末に実施 カリキュラムの変更 編成会議を年度毎に実施し
　　ラムは、目標達成に向 4 ており、企業の人材ニーズ
　　け十分な内容でかつ体 に対応した教育方法の導入
　　系的に編成されている も取組んでいる
　　か カリキュラムを編成する体制
3-12-4　カリキュラムの 必要に応じて取り入れている 企業や非常勤講師の意見を 担当教員の確保が難しい も教務課により明確になって
　　内容について、業界な 4 取り入れている 場合がある いる
　　ど外部者の意見を反映 企業との連携 実務家を講師として採用 学生の意見も取り入れる必
　　しているか 要がないか
3-12-5　カリキュラムを 教務課にて編成している 教頭と各学科の責任者の話し 多人数になると意見の調整が
　　編成する体制は明確に 4 合い 困難になる
　　なっているか

3-12-6　カリキュラムを 毎年見直しを実施 編成会議を年度末に実施 外部者のアドバイスの導入
　　定期的に見直している 4
　　か

3－13　学科の各科目は、カリキュラムの中で適正な位置付けをされているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-13-7　学科の各科目 されている 学則の付表で表示 学則のカリキュラム表及び
　　は、カリキュラムの中 4 学科毎のシラバスが作成
　　で適正な位置付けを されている
　　されているか
3-13-8　各科目の指導内 各学科毎に作成している 大学編入科では進学した大学
　　容、方法等を示したシ 5 に提出する必要がある
　　ラバスが作成されてい
　　るか
3-13-9　各科目の一コマ 教員レベルでしか作成してい 科目数が多い 教務課の指導によるコマシラバ
　　の授業について、その 3 ない 科目の変動が多い ス作成予定
　　授業シラバスが作成さ
　　れているか



3－14　授業評価の実施・評価体制はあるか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-14-10　学生による授 実施している 学生アンケートの実施 模擬授業の公開 学生による授業評価をアン
　　業評価を実施している 5 ケートにより実施しており、
　　か データを分析・評価して授業

法や授業内容の改善・向上
3-14-11　授業内容の設計 ある 学生アンケートの実施 教育研修の実施 に活用している
　　や教授方法等の現状に 4 管理職による授業参観
　　ついて、その適否につき.
　　学科や学校として把握・
　　評価する体制があるか

3-15　育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-15-12　学科の育成目標 ある程度確保しているが充分 非常勤講師については力量が 専任の能力を向上させる 教員の専門性については
　　に向け授業を行うことがで 4 とは言えない なければ入替を実施している 教員の入替 定期的な評価方法の導入
　　きる要件（専門性・人間性・ 能力が不足している専任教員 の検討、研修による教員の
　　教授力・必要資格等）を備え の対応に苦慮している 資質向上・人材育成を図る
　　た教員を確保しているか 必要がある
3-15-13　教員の専門性 専任教員で対応している者と 非常勤講師の採用 専任の能力を向上させる 教員の資質向上のために
　　レベルは、業界レベル 3 対応していない者がいる 教員の入替 校内、校外に置ける研修が
　　に十分対応しているか 必要である

ベテラン教員からアドバイス
3-15-14　教員の専門性 把握はしているが、評価までは 資格取得証明書を提出させて 研修会等への参加 を取入れて対応する
　　を適宜把握し、評価し 4 実施していない いる 授業の視察
　　ているか

3-15-15　教員の専門性 個別的に行っているが制度化 個別的に外部研修に参加 研修の定例化 補助金の支給規定が決定
　　を向上させる研修を行 3 していない 学内での研修 個別研修費用の補助金規定 しているのであれば、教員に
　　っているか の導入 対して積極的に啓蒙する

必要がある
3-15-16　教員の教授力 把握はしているが、明確な評価 専任教員については管理職に 平成23年度より評価を実施し 各職員の職責に応じて「権限
　　（インストラクションス 4 までは実施していない よる授業視察を実施している 賃金に反映させている と責任」を明確化し、上級管
　　キル）を適宜把握し、 指導は行っている 講師を招いての研修 理職の育成を意識する
　　評価しているか
3-15-17　教員の教授力 行っている 学内で講師を招いての研修
　　（インストラクションス 4 技量が低い教員に授業見学
　　キル）を向上させる をさせている



　　研修を行っているか
3-15-18　教員間（非常勤 協業している 専任と非常勤の連絡会を
　　講師も含めて）で適切 4 実施している
　　に協業しているか 学科別の研究会

3-15-19　非常勤講師間 協業している 同じ教科を指導する講師間で
　　で適切に協業している 4 話し合いをする場を設けている
　　か

3-15-20　非常勤講師の 実績・経験等を考慮して採用 資格取得証明書を提出させて
　　採用基準は明確か 5 いる

経歴書の提出

3－16　成績評価・単位認定の基準は明確になっているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-16-21　成績評価・単位 明確化している 学則、試験に関する規則等で 成績評価、履修の認定は、
　　認定の基準は明確に 5 明文化されている 基準が明確で適正である
　　なっているか 他の高等教育機関との間

の単位互換に関する基準も
3-16-22　他の高等教育 基準がある 近畿大学の単位取得 明確である
　　機関との間の単位互換 5
　　に関する明確な基準が
　　あるか

3－17　資格取得の指導体制はあるか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-17-23　目標とする資格 定めている 資格の取得が卒業要件と 資格の取得が卒業要件と
　　はカリキュラムの上で 4 なっている なっており、目標とする資格
　　明確に定められてい がカリキュラム上で明確に
　　るか なっている
3-17-24　目標とする資格 なっている 補習の実施
　　の取得をサポートでき 4
　　る教育内容になって
　　いるか



3ー18　生涯学習に対して積極的に取り組んでいるか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-18-25　生涯学習に対 高卒以上の学歴があれば 入学規定に年齢制限はない 高齢者対象の講座の設定 時代のニーズに合わせて
　　して積極的に取り組ん 3 入学は可能 中高年齢者向けの講座の
　　でいるか 開設等が今後の検討課題

である
3-18-26　聴講生制度は 制度はないが、受入れは可能 離島を中心とした通信講座
　　あるか 2 である の開設の検討

3-18-27　生涯学習に関 実施していない
　　連する講座の開設・受 ー
　　講の状況・推移を正確
　　に把握しているか

3－19　附帯教育事業に対する取組みの組織・体制は明確になっているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
3-19-28　附帯教育事業 平成28年4月より学童保育を 学校の立地場所を考慮して 実施計画の適時見直し
　　に対する取り組みの組 4 開会、実施計画を基に運営 附帯事業を開会している 学童保育の広報
　　織・体制は明確になっ
　　ているか
3-19-29　附帯教育事業 平成28年4月より学童保育を 平成29年度の入会者募集を 広報活動として広告媒体を活用
　　に関連する講座の開 4 開会 今年度の1月から募集開始
　　設・受講の状況・推移
　　を正確に把握している
　　か

4－20　学生の就職に関する目標を達成したか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
4-20-1　学生の就職に関 90%以上の就職実績を達成して 就職を希望しない学生が増加 担任と就職課による指導 目標は達成しているが、就
　　する目標を達成したか 4 いるが、就職先の満足度を高 している 職先の満足度は高くないた

める必要がある め、新規開拓が必要

4-20-2　就職成果とその 把握している 就職課からの定時報告
　　推移に関する情報を明 4 職員会議での報告
　　確に把握しているか



4－21　資格取得に関する目標を達成したか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
4-21-3　資格取得に関す 学科によって達成度が低い 目標とする合格率を達成して カリキュラムの改善 学生に資格取得によるメリ
　　る目標を達成したか 3 いない ットを説明し、目的意識の向

上を図る必要がある

4-21-4　資格取得者数と 把握している 検定合格実績表を作成
　　その推移に関する情報 4
　　を明確に把握しているか

4－22　退学率の低減に関する目標を達成したか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
4-22-5　退学率の低減に 前年度に引続き退学率は低い 退学者が前年に比較して カリキュラムの改善 退学率が低いことは良いが、
　　関する目標を達成した 4 より改善された 担任制の徹底 今後のために退学理由の
　　か 把握が必要である

4-22-6　入退学数とそ 把握している 毎月、退学者リストの作成
　　の推移に関する情報を 5 学事報告書に掲示
　　明確に把握しているか

4－23　卒業生・在校生は社会で活躍し、評価を得ているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
4-23-7　卒業生は社会で 評価を得ている 創立80年を経て多数の卒業生 学科の特色から作品・発表
　　活躍し、評価を得てい 4 が実社会で活躍している 等ではなく、卒業生の企業
　　るか 当校の学生を常に採用する 内での役職等で判断できる

企業がある
4-23-8　卒業生の例とし 記述できる 創立80年を経て多数の卒業生 卒業生のいる企業の見学や
　　て特筆すべきものを記 4 が実社会で活躍している 職場体験、卒業生による
　　述できるか 起業している者も多数いる 学内研修を企画する

ボランティア活動への参加
4-23-9　在校生や卒業生 コンテスト等に参加していない
　　の作品や発表が、外部 ー
　　のコンテスト等で評価
　　されたか



4-23-10　在校生や卒業 コンテスト等に参加していない
　　生の作品や発表が、外 ー
　　部のコンテスト等で評
　　価された例として特筆
　　すべきものがあるか

5－24　就職・進学指導に関する体制は整備され、有効に機能しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-24-1　学生の就職・進 整備されている 就職課に担当教員と事務員 担当以外の教員ももっと就職 就職課に担当教員や事務員
　　学指導に関する体制は 4 を配置している 指導に力をいれること を配置して整備されている
　　整備され、有効に機能 編入合格実績
　　しているか
5-24-2　就職に関する説 実施している 就職合宿の実施 企業との連携
　　明会を実施しているか 4 企業による学内説明会の実施

保護者懇談会は現在就職状況
の好転により、実施していない

5-24-3　就職に関する学 実施している 就職課と担任で実施している 教員が就職先の情報をもっと
　　生個別相談を実施して 4 就職合宿の実施 把握すること
　　いるか

5-24-4　就職の具体的活 実施している 授業時間内で就職担当者が
　　動（履歴書の書き方等） 4 指導をしている
　　に関する指導を実施し
　　ているか

5－25　学生相談に関する体制は整備され、有効に機能しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-25-5　学生相談に関す 整備されている カウンセリングの導入 年々精神的問題を抱えた 担任制による生活指導、学
　　る体制は、整備され、有 4 担任制による生活指導 学生が増加している 生相談室の設置、専門家に
　　効に機能しているか 家庭の協力が必要 よるカウンセリングを行って

おり、有効に機能している
5-25-6　学生相談室を開 開設している 学生相談室を設置 相談例等のデータ化、対応
　　設しているか 5 マニュアルの制度化が必要



5-25-7　学生からの相談 存在する 外部から専門家を週一回 教員もカウンセリングの知識
　　に応じる専用カウンセ 4 招いている が必要
　　ラーがいるか 専任教員に講習会を開催

5-25-8　留学生に対する 担当者を設定している 現在、留学生は在学していない
　　学生相談体制は整備さ 4
　　れ、有効に機能してい
　　るか

5－26　学生の経済的側面に対する支援が全体的に整備され、有効に機能しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-26-9　学生の経済的側 支援制度あり 特待生制度 経済的支援の各種制度は
　　面に対する支援が全体 4 資格取得者への割引 整備されているが、学費の
　　的に整備され、有効に 校納金分割納入制度 回収率の低下が検討課題
　　機能しているか 被災者への校納金減免 である
5-26-10　奨学金制度が 外部の奨学金制度を採用 日本学生支援機構の奨学金
　　整備され、有効に機能 4 学資ローン
　　しているか

5-26-11　学費の分納制 整備されている 延納制度、分納制度 学費の回収率が低下する
　　度等、学生を経済的に 4 校納金分割納入制度
　　支援する制度が整備さ
　　れ、有効に機能してい
　　るか

5－27　学生の健康管理を担う組織体制があり、有効に機能しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-27-12　定期的に健康 存在する 年一回のレントゲン検診 支援制度はあるが不十分で
　　診断を行うなど学生の 3 あり、今後の検討事項である
　　健康面への支援体制は
　　あるか 一条校化を目指すのであれ
5-27-13　学生の健康管 明確な組織体制はない 健康診断を委託している校医 ば、保険医や産業医の設置
　　理を担う組織体制があ 2 はいる が必要である
　　り、有効に機能してい
　　るか
5-27-14　学生からの健 存在しない
　　康相談等に専門に応じ 0
　　る医師・看護師等がい
　　るか



5－28　課外活動に対する支援体制は整備され、有効に機能しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-28-15　スポーツ等のク 整備されている スポーツクラブの存在 専用のグランド施設がない 各種運動部、文化部があり、
　　ラブ活動、ボランティア活 4 剣道部、セッカー部等 ボランティア活動としての
　　動その他、課外活動に対 県警との交通安全活動 課外活動に対する支援体制
　　する支援体制は整備され も整備されている
　　有効に機能しているか

5－29　学生寮等、学生の生活環境への支援は行われているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-29-16　遠隔地出身者 行われている 指定学生寮を設置している 学生が管理されることを望ま 指定学生寮の設置、不動産
　　のための学生寮等、学 4 不動産会社と連携によるアパーないため寮の入居者が減少 会社との提携により、支援を
　　生の生活環境への支援 トの紹介 行っている
　　は行われているのか

5－30　保護者と適切に連携しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-30-17　保護者と適切 連携している 毎月、成績や出席率を文書で 連絡が取れない、文書を見な 定期的に文書等の送付、
　　に連携しているか 4 送付している い保護者が増加している 担任からの連絡がされて

担任から現況について連絡 おり、適切である
している

5－31　卒業生への支援体制はあるか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
5-31-18　同窓会が組織 組織がある 高山学園同窓会として３年毎 同窓会が組織され活動して
　　化され、活発な活動を 4 の総会と毎年の幹事会が実施 いる
　　しているか されている 卒業生への就職支援、大学

編入者への就職支援も実施
5-31-19　卒業生をフォ 整備されている 同窓会組織 されている
　　ローアップする体制が 4 過年度卒業生への就職支援
　　整備され、有効に機能 大学編入者に対する就職支援
　　しているか



6－32　施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるように整備されているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
6-32-1　施設・設備は、 新校舎の完成により設備が改 教室、ＣＰ実習室、図書室等の 情報機器の更新 新校舎の完成により、施設
　　教育上の必要性に十分 5 善された 整備 建物等の点検 ・設備が整備され、IT化によ
　　対応できるように整備さ 全教室電子黒板の導入 り教育環境が整備された
　　れているか 学生も清掃や整理整頓に
6-32-2　施設・設備のメ 整備されている 業者による清掃 建物等の点検 対する意識が向上した
　　ンテナンス体制が整備 5 業者による施設の管理
　　され、有効に機能して 電子機器に対する保守契約
　　いるか
6-32-3　施設・設備の更 計画に乗っ取り更新している 情報機器の適宜更新 情報機器の更新
　　新に関する計画を立 5 施設の管理
　　て、計画通りに更新し
　　ているか

6－33　学外実習、インターンシップ、海外研修等に.ついて十分な教育体制を整備しているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
6-33-4　学外実習、イン 整備しているが充分ではない インターンシップ先の確保 より多くの企業に働きかける インターシップ、海外研修に
　　ターンシップ、海外研修 3 ついては、整備が進められ
　　等について外部の関係 ているが、学生のニーズを
　　機関と連携し、十分な教 把握して検討する必要があ
　　育体制を整備しているか る
6-33-5　学外実習、イン 把握し確認している 海外研修、学外研修について
　　ターンシップ、海外研修 4 報告書を作成させている
　　について、その実績を インターンシップによる企業
　　把握し教育効果を確認 からの評価票の回収
　　しているか

6－34　防災に対する体制は整備されているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
6-34-6　防災に対する体 整備されている 警備会社との契約により機能 警備会社と契約しており、防
　　制は整備され、有効に 4 防火管理者による指導 火管理者による指導も受け
　　機能しているか ていることから体制は整備

され、機能している
6-34-7　災害を起こす可 伝達されている 担当者による指導を行っている 防火訓練も定期的に実施し
　　能性のある整備・機器 4 ている
　　等の情報は十分に伝え
　　られているか



6-34-8　実習時等の事故 ある程度体制は整っている 団体での実習には必ず担当者
　　防止の体制は十分か 4 が引率している

6-34-9　万が一の災害が 十分である 学生保険やインターシップ
　　起きた場合に備えた保 4 保険に加入
　　険等の処置は十分なも 学生全員傷害保険に加入
　　のとなっているか
6-34-10　防災訓練を実 実施している 教職員による避難訓練の確認 行政から指定されている避難 避難訓練の回数を増やす
　　施しているか 3 場所が適当と思えない 必要はないのか

7ー35　学生募集は、適正に行われているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
7-35-1　学生募集活動 行われている 学生募集に際し殆どクレーム 学校案内等は、校納金に関
　　は、適正に行われてい 5 はない する情報も明確にされており
　　るか 志望者・保護者にとって分か

りやすいものとなっている
7-35-2　学校案内等は、 分かり易いものになっている 金銭に関するものはできるだけ 学科の改編については、定
　　志望者・保護者等の立 4 正確に表示している 例化した委員会の設置が
　　場に立った分かり易い 必要である
　　ものとなっているか
7-35-3　志望者等の問い 広報部で主に対応している 教職員全員に学校の内容を 他学科の内容を把握しようとし
　　合わせ・相談に対応す 3 各職員も対応する指導を 周知する様に指導している ない教職員がいる
　　る体制があるか 行っている

7-35-4　募集定員を満た 一部定員を満たさない学科が 定員割れ 何年も定員を満たさない学科 少子高齢化社会による学生
　　す募集活動となってい 3 ある は廃止し、時代のニーズに合っ 減少への対応として、外国人
　　るか た新学科の設置 留学生の受け入れを検討する

7ー36　就職実績、資格取得実績、卒業生の活躍の教育成果は、学生募集に貢献したか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
7-36-5　就職実績、資格 貢献している 大学３年次編入実績 定期採用の実績を上げる 大学編入実績、就職実績、
　　取得実績、卒業生の活 4 就職実績、資格取得実績 資格取得実績等が学生募集
　　躍の教育成果は、学生 景気回復により就職状況は に貢献している
　　募集に貢献したか 好転している 新入生の入学動機の把握



7-36-6　卒業生の活躍の 持っている 卒業生の親族等の入学者が メディアによる広報活動 により貢献度合いを確認し
　　教育成果が学生募集に 4 多い ている
　　貢献したかどうか正しく
　　認識する根拠を持って
　　いるか

7－37　入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
7-37-7　入学選考は、適 行われている 筆記試験、面接は適正に実施 調査書の内容が正確でない 試験・面接等は適正に実施
　　正かつ公平な基準に基 5 調査書以外の本人に不利とな 場合がある している
　　づき行われているか る情報は取得しない 入学選考に関する情報も

整備されている
7-37-8　入学選考に関す 把握している 入学選考に関する情報資料を
　　る情報とその推移を学 5 電子化するとともにファイルで
　　科ごとに正確に把握し 管理している
　　ているか

7－38　学納金は妥当なものになっているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
7-38-9　学納金は、教育 妥当である 内容が曖昧な経費は取らない 特待生に採用することを強要 教育内容、学生及び保護者
　　内容、学生および保護 4 する高校教員がいる の負担等を考慮したものと
　　者の負担感等を考慮し なっている
　　妥当なものとなってい 管理も適切である
　　るか
7-38-10　学納金に関す 把握している 校納金台帳により管理している 未納者が増加している オリコ等の学費サポート
　　る情報とその推移を学 5 納付期限を守らない保護者が システムの導入を検討
　　科ごとに正確に把握し 増加している
　　ているか

8－39　中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
8-39-1　中長期的に学校 ある程度安定している 無借金経営だが余剰資金が 学生数が減少しているなら、
　　の財務基盤は安定して 4 減少している 専門家に相談して教職員の
　　いるといえるか 退職勧奨も可能ではないか

8-39-2　主要な財務数値 把握している 決算書、予算書等の財務資料
　　に関する情報とその推 5 は完備されている
　　移を正確に把握してい 学校会計を熟知した会計事務
　　るか 所に決算の依頼をしている



8－40　予算・収支計画は有効かつ妥当なものになっているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
8-40-3　年度予算、中期 妥当である 無借金経営を行っている 支出超過の年度が続いている
　　計画は、目的・目標に 4 28年度は単年で支出超過 収入の確保のため新学科の
　　照らして、有効かつ妥 である 開設、附帯事業での利益確保
　　当なものになっている が必要
　　か
8-40-4　予算は計画に従 執行されている 予備費の振替以外に補正予算
　　って妥当に執行されて 5 を組むことはない
　　いるか

8－41　財務について会計監査が適正に行われているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
8-41-5　財務について会 適正に行われている 監査役による監査 監査役の監査が実施されて
　　計監査が適正に行こな 5 会計事務所による決算書等 おり、決算書も会計事務所
　　われているか の作成 で作成され、会計監査を行う

体制は、理事会等の実施前
8-41-6　会計監査を受け 妥当である 理事会、評議員会の実施前に に十分な期間を設けている
　　る側・実施する側の責 5 充分な期間を設けて実施
　　任体制、監査の実施ス
　　ケジュールは妥当なも
　　のか

8－42　財務情報公開の体制整備はできているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
8-42-7　私立学校法にお 整備されている 財務情報資料の完備 財務情報が適正に整備され
　　ける財務情報公開の体 5 ホームペイジによる開示 ており、財務情報公開の形
　　制整備はできているか 式についても考慮されている

8-42-8　私立学校法にお 考えている 財務情報資料の公開
　　ける財務情報公開の形 5 ホームペイジによる開示
　　式は考えられているか



9－43　法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
9-43-1　法令や専修学校 教員には啓蒙活動を実施 教職員職務便覧に記載 学生が興味を持たない 教職員に対して啓蒙してい
　　設置基準等の遵守に関 3 るが、より一層な具体的取
　　して、教職員・学生等に 組みが必要である
　　対する啓発活動を実施
　　しているか

9－44　個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
9-44-3　志願者、学生や卒 取っている 外部に情報を伝える場合必ず 学生、卒業生、教職員が保
　　業生および教職員等学 4 本人の意思を確認 有する個人情報は情報保護
　　校が保有する個人情報 外部から問合わせには原則 のための対策を講じている
　　に関し、その保護のため 対応しない
　　の対策がとられているか
9-44-4　個人情報に関し 実施している 個人情報保護法の内容を
　　て、教職員・学生等に 4 掲示版に掲示している
　　対する啓発活動を実施 入学時に内容を提示
　　しているか

10－45　自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
10-45-1　自己点検・自己 かなり以前から学生アンケー 問題点に付いてはその都度 学生からアンケート等を実施
　　評価を定期的に実施し、 5 トを取り自己点検に勤めていた 対応している し、自己点検に努めており、
　　問題点の改善に努めて 問題点については、役員の
　　いるか 理事会等や教職員の会議
10-45-2　自己点検・自己 確立されている 平成21年度より自己点検評価 等を通して、その都度対応
　　評価に関する方針は 5 を実施 している
　　確立されているか

10-45-3　自己点検・自己 伝わっている ホームペイジで平成24年度分
　　評価に関する方針は 5 より開示
　　関係者に対して正確に
　　伝わっているか



10－46　自己点検・自己評価結果の公開はしているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
10-46-4　自己点検・自己 ホームペイジで開示 ホームペイジで開示 学事報告書、学生アンケート
　　評価結果は公開してい 5 学事報告書、学生アンケート の公開はされているが、自
　　るか の教職員への公開 己点検・評価の結果は役員

及び一部教職員しか公開さ
10-46-5　自己点検・自己 ホームペイジで開示 ホームペイジで開示 れてなく、周知徹底の必要
　　評価結果の公開に関す 5 学事報告書、学生アンケート があるか検討する必要が
　　る方針は確立されてい の教職員への公開 ある
　　るか
10-46-6　自己点検・自己 ホームペイジで開示 ホームペイジで開示
　　評価結果の公開に関す 5 学事報告書、学生アンケート
　　る方針は関係者に対し の教職員への公開
　　て正確に伝わっているか

10－47　第三者機関による学校評価を受ける予定・方針は確立されているか
点検項目 進捗度 現状認識・評価等 前述の根拠 課題とその解決方法 学校関係者評価委員の意見
10-47-7　学校は、今後 将来的に導入を予定 学校関係者評価の実施 第三者機関の選定 将来的に導入を検討し、具
　　実施される第三者機関 3 理事会・評議員会での検討 体的な導入時期とその活用
　　による学校評価を受け を検討する必要がある
　　る予定か
10-47-8　第三者評価に 将来的に導入を予定 学校関係者評価の実施 第三者機関の選定
　　関する方針は確立され 3 理事会・評議員会での検討
　　ているか

10-47-9　第三者評価に 将来的に導入を予定 学校関係者評価の実施 第三者機関の選定
　　関する方針は関係者に 3 理事会・評議員会での検討
　　対して正確に伝わって
　　いるか



区　　　分 金　　　額 区　　　分 金　　　額

　学生等納付金収入 384,879 　人件費支出 248,202

　手数料収入 6,594 　教育研究（管理）支出 146,987

　補助金収入 107 　施設関係支出 0

　資産運用収入 915 　設備関係支出 11,348

　資産売却収入 506

　事業収入 2,686

　雑収入 774

計 396,461 計 406,537

　前受金収入 134,918 　資産運用支出 20,038

　その他の収入 28,813 　その他の支出 25,952

　資金収入調整勘定 △ 124,908 　資金支出調整勘定 △ 21,918

　前年度繰越支払資金 213,684 　次年度繰越支払資金 218,360

収入の部合計 648,968 支出の部合計 648,968

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

　固　定　資　産 1,476,739 　固　定　負　債 59,687

　流　動　資　産 219,148 　流　動　負　債 190,025

　　負　債　合　計 249,712

　基　　本　　金 1,286,139

　消費収支差額 160,036

合　　　計 1,695,887 合　　　計 1,695,887

平成２８年度　財務情報

学校法人　高山学園　　専門学校福岡カレッジ・ｵﾌﾞ・ビジネス

資金収支計算書要旨

（平成28年4月1日～平成29年3月31日　単位：千円）

収　入　の　部 支　出　の　部

貸借対照表要旨

（平成29年3月31日現在　単位：千円）

資　産　の　部
負債・基本金及び

消費収支差額の部


